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重要取組シート 

取組項目 地域共生社会の実現に向けた取組の推進【総合的な地域防災力の向上】 

現状・課題 

・自助、共助、公助それぞれが適切な役割分担のもと、災害時には機動的に対応で 

きるよう、日常からの連携強化や組織体制の構築を進める必要がある。 

・校区自主防災活動への参加者が高齢化・固定化の傾向にある。 

・職員・区民の防災意識・知識の更なる向上や校区自主防災訓練への幅広い世代の 

参加促進などにより、防災・減災に関する裾野を広げる必要がある。 

取 組 の 

内  容 

・校区自主防災組織との連携推進を担う部署への区災害対策本部機能の移管と、災 

害の種別に応じた適切な機能体制の再整備を進める。 

・幅広い世代が参加できる内容の防災訓練の企画支援や防災に関するタイムリー・ 

効果的な啓発実施などを通じ、地域における防災意識の更なる醸成を図る。 

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

前期 

（～7月） 

□ 風水害発生時を想定した参集体制や役割分担等本部体制の再編（～6月） 

□ 風水害発生時を想定した職員の訓練・研修の実施（～6月） 

□ 高齢者を対象とした防災・減災に関する啓発についての企画立案、関係機関と 

の協議（～7月） 

□ 校区自主防災組織との訓練内容の協議 

中期 

（～11月） 

□ 地震時を想定した職員の訓練・研修の実施（～9月） 

□ 地震災害への対応マニュアル（区災害対策本部）の見直し（～11月） 

□ 高齢者を対象とした防災・減災に関する啓発実施（～３月） 

□ 子育て世代向け防災マップの企画立案（～11月） 

□ 校区自主防災組織との訓練内容の協議、訓練実施支援 

後期 

（～3月） 

□ 校区自主防災組織との訓練内容の協議、訓練実施支援 

□ 地震災害図上訓練の実施、見直し後のマニュアルのブラッシュアップ（１月） 

□ 子育て世代向け防災マップの製作、頒布（～３月） 

□ 地域自主防災組織との効果的な役割分担・連携に向けた課題等の整理（～3月） 

次年度 

以降 

□  課題整理を踏まえた効果的な支援策の立案、実施と対策本部機能の充実・強化 

 

進
捗
の
状
況 

前期 

（～7月） 

□ 風水害発生時を想定した参集体制や役割分担等本部体制の再編（5月） 

□ 風水害発生時を想定した職員の訓練・研修の実施（5・6月） 

□ 東消防署の高齢者防火訪問を活用した防災・減災リーフレットの配付（7月～） 

□ 校区自主防災組織との訓練内容の協議（7月～） 

□ 子育て世代向け防災マップ作成の企画立案（7月～） 

□  区役所子育てひろばでの子育て世代向け防災講座の実施（7月） 

□ 区 SNSや広報紙・ホームページを活用した防災啓発の実施（4月～随時） 

□ 管理職による危機管理に関する情報共有・検討の場の設置・開催（５月～隔週） 

中期 

（～11月） 

□ 地震時を想定した職員の訓練・研修の実施（9・10月） 

□ 子育て世代向け防災マップ案の完成 （11月） 

□ 一般・子育て世代向け防災パネル・資機材の展示実施（9・10月） 

□ 校区自主防災組織との訓練内容の協議、訓練実施支援（8月～） 

□ 区 SNSや広報紙・ホームページを活用した防災啓発の実施（随時） 

□ 管理職による危機管理に関する情報共有・検討の場の開催（隔週） 

東区役所 
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後期 

（～3月） 

□ 校区自主防災組織との訓練内容の協議、訓練実施支援 

□ 地域自主防災組織へ取組状況や検討事項についてアンケート実施（1月） 

□ 校区自主防災リーダー交流会を開催し、取組事例の紹介、意見交換、課題及び

対応方法等の検討を実施（1月） 

□ 校区自主防災リーダー交流会参加者及び各校区へアンケートを実施し、各校区

の災害対策状況等を集計（～3月） 

□ 地震災害・風水害対応マニュアル（区災害対策本部）の見直し（～3月） 

□ 見直し後のマニュアルを基に、区災害対策本部員を対象とした災害図上訓練の

実施（3月） 

□ 区 SNSや広報紙・ホームページを活用した防災啓発の実施（随時） 
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